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第１章 市の責務、位置づけ、構成等 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
１ 市の責務及び市国民保護計画の位置づけ  

 
(1)  市の責務 

    市（市長及びその他の執行機関をいう。以下同じ。）は、武力攻撃事態等におい 

て、武力攻撃事態等における国民の保護のための措置に関する法律（以下「国民保

護法」という。）その他の法令、国民の保護に関する基本指針（平成 17 年 3 月閣

議決定。以下「基本指針」という。）及び県の国民の保護に関する計画（以下「県

国民保護計画」という。）を踏まえ、市の国民の保護に関する計画（以下「市国民

保護計画」という。）に基づき、国民の協力を得つつ、他の機関と連携協力し、自

ら国民の保護のための措置（以下「国民保護措置」という。）を的確かつ迅速に実

施し、その区域において関係機関が実施する国民保護措置を総合的に推進する。 

 

(2)  市国民保護計画の位置づけ 

市は、その責務にかんがみ、国民保護法第３５条の規定に基づき、市国民保護計

画を作成する。 

 

(3)  市国民保護計画に定める事項 

市国民保護計画においては、その区域に係る国民保護措置の総合的な推進に関す 

る事項、市が実施する国民保護措置に関する事項等国民保護法第３５条第２項各号 

に掲げる事項について定める。 

 

 

 

 

島原市民は、平和憲法の精神に則り「非核三原則」を遵守し、核兵器の速やかな

廃絶と軍縮を推進させ、世界の恒久平和と地球環境の保全を願い、「非核平和都市」

を宣言している。 
国民の安全を確保し、平和を維持するためには、国において諸外国との友好に努

め、一層の外交努力が払われることが何よりも重要であり、市としても県及び関係

市町とともに今後とも平和へのはたらきかけを行っていくものである。 
しかしながら、万が一、武力攻撃事態等に至った場合、市は住民の生命、身体及

び財産を保護する責務を有することから、国民の保護のための措置を的確かつ迅速

に実施するため、市の国民の保護に関する計画を作成するものである。 
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２ 市国民保護計画の構成   

市国民保護計画は、以下の各編により構成する。 
用語集 
第１編 総 論 
第２編 平素からの備えや予防 
第３編 武力攻撃事態等への対処 
第４編 復旧等 
第５編 緊急対処事態への対処 
資料編 

 
３ 市国民保護計画の見直し、変更手続  

 

(1)   市国民保護計画の見直し 
市国民保護計画については、今後、国における国民保護措置に係る研究成果や新 

たなシステムの構築、県国民保護計画の見直し、国民保護措置についての訓練の検 
証結果等を踏まえ、不断の見直しを行う。 

市国民保護計画の見直しに当たっては、市国民保護協議会の意見を尊重するとと 
もに、広く関係者の意見を求めるものとする。 
 

(2)  市国民保護計画の変更手続 
市国民保護計画の変更に当たっては、計画作成時と同様、国民保護法第３９条第 

３項の規定に基づき、市国民保護協議会に諮問の上、知事に協議し、市議会に報告 
するとともに、公表するものとする（ただし、武力攻撃事態等における国民の保護 
のための措置に関する法律施行令（以下「国民保護法施行令」という。）で定める 
軽微な変更については、市国民保護協議会への諮問及び知事への協議は要しない。） 
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第２章 国民保護措置に関する基本方針 

 

 

 

 
１   基本的人権の尊重 

市は、国民保護措置の実施に当たっては、日本国憲法の保障する国民の自由と権利

を尊重することとし、国民の自由と権利に制限が加えられるときであっても、その制

限は必要最小限のものに限られ、公正かつ適正な手続の下に行うものとし、差別的取

り扱いをしてはならず、思想及び良心の自由、表現の自由を侵してはならない。 
 
２  国民の権利利益の迅速な救済 

市は、国民保護措置の実施に伴う損失補償、国民保護措置に係る不服申立て又は訴 
訟その他の国民の権利利益の救済に係る手続を、できる限り迅速に処理するよう努め 
る。 

 
３  国民に対する情報提供 

市は、武力攻撃事態等においては、国民に対し、国民保護措置に関する正確な情報 
を、適時に、かつ、適切な方法で提供する。 

 
４  関係機関相互の連携協力の確保 

市は、国、県、近隣市町並びに関係指定公共機関及び関係指定地方公共機関と平素

から相互の連携体制の整備に努める。 
 

５  国民の協力 

市は、国民保護法の規定により国民保護措置の実施のため必要があると認めるとき

は、国民に対し、必要な援助について協力を要請する。この場合において、国民は、

その自発的な意思により、必要な協力をするよう努めるものとする。 
なお、国民の協力は、自発的な意思にゆだねられるものであって、その要請に当た

って強制にわたるものであってはならない。 
また、市は、消防団及び自主防災組織の充実・活性化、ボランティアへの支援に努

める。 
 

６ 要配慮者等への配慮及び国際人道法の的確な実施 

市は、国民保護措置の実施に当たっては、 要配慮者、特に避難行動要支援者の保

護について留意する。 
また、市は、国民保護措置を実施するに当たっては、国際的な武力紛争において適 

用される国際人道法の的確な実施を確保するとともに、特に憲法第３章に規定する国

民の権利及び義務に関する規定が、その性質上外国人に適用できない場合を除き、外

国人に適用されるものと解されていることにかんがみ、日本に居住し、又は滞在して

市は、国民保護措置を的確かつ迅速に実施するに当たり、特に留意すべき事項に

ついて、以下のとおり、国民保護措置に関する基本方針として定める。 
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いる外国人についても、武力攻撃災害から保護すべきことに留意するものとする。 
 

７  指定公共機関及び指定地方公共機関の自主性の尊重 

市は、指定公共機関及び指定地方公共機関の国民保護措置の実施方法については指

定公共機関及び指定地方公共機関が武力攻撃事態等の状況に即して自主的に判断す

るものであることに留意する。 

 
８  国民保護措置に従事する者等の安全の確保 

市は、国民保護措置に従事する者の安全の確保に十分に配慮するものとする。 
また、要請に応じて国民保護措置に協力する者に対しては、その内容に応じて安全

の確保に十分に配慮する。 
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第３章 関係機関の事務又は業務の大綱等 
 

 

 

 

国民の保護に関する措置の仕組み 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

・避難の指示 
（避難経路） 
（交通手段等） 

市は、国民保護措置の実施に当たり関係機関との円滑な連携を確保できるよう国

民保護法における市の役割を確認するとともに、関係機関の連絡窓口をあらかじめ把

握し、関係機関の事務又は業務の大綱、連絡先等について、以下のとおり定める。 

 
国、地方公共団体、指定公共機関等が相互に連携 

 

住 
 

 

民 
 
 

(  
 

協 
 

力 
 

) 

避 
 
難 

救 
 
難 

武
力
攻
撃
災
害
へ
の
対
処 

警報 

避 
 
難 

救護 

安否 
情報 

武力

攻撃

災害

への

対処 

総合調整 

生活

関連

施設 

国民生活

の安定 

国（対策本部） 県（対策本部） 島原市（対策本部） 

・警報の発令 
 

・警報の市町への通知 
 

・住民への警報の伝達 
(ｻｲﾚﾝ等の使用) 

・避難措置の指示 
（要避難地域） 
(避難先地域等) 

・避難の指示の伝達 
・避難住民の誘導 
（避難実施要領の策定） 
 消防等を指揮、警察・

自衛隊等に誘導を要請 

・救援の指示 
・食品の生活必需品等の給与 
・収容施設の供与 
・医療の提供等 

・救護に協力 

・整理・回収 ・収集・整理・回収 ・収集・整理・回収 

○武力攻撃災害

への対処の指示 
 
○大規模又は特

殊な武力攻撃災

害（ＮＢＣ攻撃）

への対処 

○武力攻撃災害の

防御 
○応急措置の実施 
・警戒区域の設定 
・退避の指示 

○緊急通報の発令 

○消防 
・消火被災者の救援等 

○応急措置の実施 
・警戒区域の設定 
・避難の指示 

○住民への伝達 

・対策本部に 
おける総合 
調整 

総合調整 

総合調整の要請 
・対策本部に 
おける総合 
調整 

・対策本部に 
おける総合 
調整 

＊防災行政無線、公共ネットワーク、衛星通信等を活用すするとともに、情報伝達システムの改善

に向けた検討・整備に努める 

生活関連施設等安全確保 

指示 指示 

指示 
是正 

指示 
是正 

総合調整 

総合調整の要請 

指定公共機関    ・放送事業者による警報等の放送    ・日本赤十社による救援の協力 
指定地方公共機関  ・運送事業者による住民・物資の運送  ・電気・ガス等の安定的な供給 
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○ 市の事務  

 
 
 
 
 
 
 
○ 国 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

機関の名称 事務又は業務の大綱 

島 原 市 

１ 国民保護計画の作成 

２ 国民保護協議会の設置、運営 

３ 国民保護対策本部及び緊急対処事態対策本部の設置、運営 

４ 組織の整備、訓練 

５ 警報の伝達、避難実施要領の策定、避難住民の誘導、関係機関の

調整その他の住民の避難に関する措置の実施 

６ 救援の実施、安否情報の収集及び提供その他の避難住民等の救援

に関する措置の実施 

７ 退避の指示、警戒区域の設定、消防、廃棄物の処理、被災情報の

収集その他の武力攻撃災害への対処に関する措置の実施 

８ 水の安定的な供給その他の国民生活の安定に関する措置の実施 

９ 武力攻撃災害の復旧に関する措置の実施 

機関の名称 事務又は業務の大綱 

国 

１ 警報の発令 
２ 武力攻撃事態等の情報の提供 
３ 避難措置の指示、救援の指示・支援 
４ 放射性物質等（ＮＢＣ（核・生物・化学））災害による汚染への対処 
５ 原子炉等による被害の防止 
６ 危険物質等に関する危険の防止 
７ 感染症等への対処 
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○ 県 

 
 

○ 指定地方行政機関 

機関の名称 事務又は業務の大綱 

九 州 管 区 警 察 局 
( 島 原 警 察 署 ) 

１ 管区内各県警察の国民保護措置相互援助の指導・調整 
２ 他管区警察局との連携 
３ 管内各県警察及び関係機関等からの情報収集並びに報告連絡 
４ 警察通信の確保及び統制 

九 州 防 衛 局 
１ 所管財産（周辺財産）の使用に関する連絡調整 
２ 米軍施設内通行等に関する連絡調整 

九 州 総 合 通 信 局 

１ 電気通信事業者・放送事業者への連絡調整 
２ 電波の監督管理、監視並びに無線の施設の設置及び使用の規律

に関すること 
３ 非常事態における重要通信の確保 
４ 非常通信協議会の指導育成 

福 岡 財 務 支 局 
(長崎財務事務所 ) 

１ 地方公共団体に対する災害融資 
２ 金融機関に対する緊急措置の指示 
３ 普通財産の無償貸付 
４ 災害施設の復旧事業費の査定の立会 

機関の名称 事務又は業務の大綱 

県 

１ 国民保護計画の作成 
２ 国民保護協議会の設置、運営 
３ 国民保護対策本部及び県緊急対処事態対策本部の設置、運営 
４ 組織の整備、訓練 
５ 警報の通知 
６ 住民に対する避難の指示、避難住民の誘導に関する措置、都道府県の 
区域を越える住民の避難に関する措置その他の住民の避難に関する措置

の実施 
７ 救援の実施、安否情報の収集及び提供その他の避難住民等の救援に関 
する措置の実施 

８ 武力攻撃災害の防除及び軽減、緊急通報の発令、退避の指示、警戒区 
域の設定、保健衛生の確保、被災情報の収集その他の武力攻撃災害への

対処に関する措置の実施 
９ 生活関連物資等の価格の安定等のための措置その他の国民生活の安定 
に関する措置の実施 

10 交通規制の実施 
11 武力攻撃災害の復旧に関する措置の実施 
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長 崎 税 関 １ 輸入物資の通関手続 

九 州 厚 生 局 １ 救援等に係わる情報の収集及び提供 

長 崎 労 働 局 １ 被災者の雇用対策 

九 州 農 政 局 
（ 長 崎 県 拠 点 ） 

１ 武力攻撃災害対策用食糧及び備蓄物資の確保 
２ 農業関連施設の応急復旧 

九 州 森 林 管 理 局 
（長崎森林管理署、 
島原森林事務所、 
眉山治山事業所） 

１ 武力攻撃災害対策用復旧用資材の調達・供給 

九 州 経 済 産 業 局 
１ 救援物資の円滑な供給の確保 
２ 商工鉱業の事業者の業務の正常な運営の確保 
３ 被災中小企業の振興 

九 州 産 業 
保 安 監 督 部 

１ 鉱山における災害時の応急対策 
２ 危険物等の保全 

九 州 地 方 整 備 局 
長崎河川国道事務

所（雲仙砂防管理セ

ンター） 

１ 被災時における直轄国道、砂防等の公共土木施設の応急復旧 
２ 港湾施設の使用に関する連絡調整 
３ 港湾施設の応急復旧 

九 州 運 輸 局 
１ 港湾事業者への連絡調整 
２ 運送施設及び車両の安全保安 

九 州 地 方 
環 境 事 業 所 

１ 有害物質発生等による汚染状況の情報収集及び提供 
２ 廃棄物処理施設等の被害状況、がれき等の廃棄物の発生量の情

報収集 
大 阪 航 空 局 
(長崎空港事務所 ) 

１ 飛行場使用に関する連絡調整 
２ 航空機の航行の安全確保 

福 岡 航 空 
交 通 管 制 部 

１ 航空機の安全確保に係る管制上の措置 

福 岡 管 区 気 象 台 
(長崎地方気象台 ) 

１ 気象状況の把握及び情報の提供 

第 七 管 区 海 上 
保 安 部 
(長崎海上保安部、 
三池海上保安部 ) 

１ 船舶内に居る者に対する警報及び避難措置の指示の伝達 
２ 海上における避難住民の誘導、秩序の維持及び安全の確保 
３ 生活関連等施設の安全確保に係わる立ち入り制限区域の指定等 
４ 海上における警戒区域の設定等及び退避の指示 
５ 海上における消火活動及び被災者の救助・救急活動、その他武

力攻撃災害への対処に関する措置 
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○ 指定公共機関及び指定地方公共機関 

機関（自衛隊）の名称 
自衛隊長崎地方協力本部 
陸上自衛隊 西部方面総監部 
海上自衛隊 佐世保地方総監部 
航空自衛隊 西部航空方面隊司令部 

機関の名称 事務又は業務の大綱 

災 害 研 究 機 関 １ 武力攻撃災害に関する指導、助言等 

放 送 事 業 所 
（NHK 長崎放送局、長崎

放送(株)、テレビ長崎(株)、長

崎文化放送(株)、（株）長崎国

際テレビ、エフエム島原(株)、
(株)かぼちゃテレビ、(株)西

九州電設ひまわりテレビ 

 

１ 警報及び避難の指示（警報の解除及び避難の指示

の解除を含む。）の内容並びに緊急通報の内容の放

送 

運 送 事 業 所 
(島原鉄道(株)、長崎県トラッ

ク協会島原支部、九商ﾌｪﾘｰ

(株)、熊本フェリー(株)島原支

店) 
 

１ 避難住民の運送及び緊急物資の運送 
２ 旅客及び貨物輸送の確保 

電 気 通 信 事 業 所 
（西日本電信電話（株）、 
NTT ｺﾐｭﾆｹｼｮﾝｽﾞ（株）、 
（株）ＮＴＴドコモ、ＫＤＤ

Ｉ（株）、ソフトバンクテレ

コム（株）、ソフトバンクモ

バイル（株）） 
 

１ 避難施設における電話その他通信設備の臨時の

設置における協力 
２ 通信の確保及び国民保護措置の実施に必要な通

信の優先的取り扱い 

電 気 事 業 所 
（ 九 州 電 力 ( 株 ) 
島 原 配 電 事 業 所 ） 

 

１ 電気の安定的な供給 

ガ ス 事 業 所 
(西部ガス(株)島原営業所) 

 
１ ガスの安定的な供給 

水 道 事 業 者 
水 道 用 水 供 給 事 業 者 
工 場 用 水 道 事 業 者 

 

１ 水の安定的な供給 
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○ 関係機関の連絡先 

関係機関の連絡先は、資料編、資料１「関係機関の連絡先一覧」のとおりとする。

郵政事業を営む者 
（島原郵便局、南高湯江郵

便局、有明郵便局、三会郵

便局、島原湊町郵便局、島

原安中郵便局、島原大手郵

便局、島原江戸町郵便局、

杉谷郵便局、東空閑簡易郵

便局、松尾簡易郵便局、下

折橋簡易郵便局、三之沢簡

易郵便局、戸田簡易郵便

局、高野簡易郵便局） 

１ 郵便の確保 
 

一 般 信 書 便 事 業 者 １ 信書便の確保 

病 院 そ の 他 の 医 療 機 関 １ 医療の確保 

河 川 管 理 施 設 
道路、港湾、空港管理者 

１ 河川管理施設、道路、港湾及び空港の管理 

日 本 赤 十 字 社 
１ 救援への協力 
２ 外国人の安否情報の収集、整理及び回答 

日 本 銀 行 
１ 銀行券の発行及び通貨並びに金融の調節 
２ 銀行その他金融機関の間で行われる資金決済の

円滑な確保を通じた信用秩序の維持 
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第４章 市の地理的、社会的特徴 
  

 

 

 

１  地 形 

本市は、長崎県の南東部にある島原半島の東岸に位置し、東を有明海、北西を雲仙市、 

南を南島原市に各々接しており、面積は８２．９６ｋ㎡で、島原半島の約 18％を占め

ている。市域の南西に島原半島最高峰平成新山（標高 1,482．7ｍ）を望み、ここを頂

点に北東方向に緩やかに傾斜上の扇状形地形をなし東の有明海に至っている。 

 市の中心市街地付近には標高８１８．７ｍの眉山がそびえ、南西へ市街地の広がりを 

遮断している。眉山の南東斜面には島原大変（1792年）の大規模崩壊跡が今なお残って 

おり、崩落下の海域には、崩落物で誕生した九十九島と呼ばれるほど無数の島々があり、 

風光明媚な景観を形成し、市北部は、平成新山北側の舞岳（標高７０３ｍ）を頂点とし、 

北東部へ緩やかな傾斜をもって扇状形に展開し有明海に臨んでいる。 

市内には、大きな川は見られないものの、雲仙岳に育まれた地下水を源とする音無川・

中尾川や湯江川など多数の河川が流れており肥沃で良好な農作地帯を形成している。   

また地下の地層帯が良好な帯水層となっているため、市のいたる所に豊富な湧水が見 

られるという特徴がある。 

 
 
 
 
 

方 位 東 西 南 北 端 点 市役所（島原庁舎）の位置 

東 端 

 

 

西 端 

 

 

南  端 

 

 

北 端 

北緯       32° 46′ 18″ 

東経   130° 23′ 21″ 

 

北緯       32° 46′ 21″ 

東経     130° 16′ 23″ 

 

北緯      32° 44′ 14″ 

東経     130° 22′ 14″ 

 

北緯      32° 52′ 01″ 

東経     130° 19′ 13″ 

北緯   32°47′17″ 

 

東経  130°22′14″ 

市は、国民保護措置を適切かつ迅速に実施するため、その地理的、社会的特徴等

について確認することとし、以下のとおり、国民保護措置の実施に当たり考慮して

おくべき市の地理的、社会的特徴等について定める。 
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２  気 象 

本市は、島原地域観測所における２０２１年の気象観測結果では、年間降水量は 

２，７０８㎜、年平均気温は、１７．８℃である。 

月毎の降水量の変化では、例年では梅雨時期の７月が一番多いが、同年は線状降水

帯が発生し、集中豪雨の影響を受け、８月が一番の降水量となった。 

 
 

過去５年間の概況（平成２９年～令和３年）     島原地域気象観測所 

令和 3 年 12 月 31 日現在 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

項目 
年別 

気     温   （℃） 
降  水  量 
（mm） 

日 照 時 間 
（ｈ） 平 均 最  高 最  低 

平 成 ２ ９ 年 17.1 36.5 -3.0 1,989.0 1,998.0 

平 成 ３ ０ 年 17.5 37.6 -4.3 2,230.0 2,089.9 

令 和 元 年 17.7 36.5 -0.7 1,816.0 2,023.5 

令 和 ２ 年 18.5 37.0 -1.4 2,934.0 2,038.0 

令 和 ３ 年 17.8 35.9 -1.5 2,708.0 1,779.0 

５  年 平  均 17.7 36.7 -2.2 2,335.4 1,985.7 
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令和３年の月毎の平均気温、降水量 

令和３年 12 月 31 日現在 

 

３  人口分布 

人口は、２０２１年（令和３年）調査で４３，６６５人であり、長崎県の３．３％、

島原半島の３４．２%を占めている。１９９０年代には、１９９１年（平成３年）の雲

仙・普賢岳噴火災害によって約１，５００名～２，０００名ほどの多くの住民が市外に

避難したこともあって人口は大幅に減少したが、その後は復興が進むにつれて流入が見

られた。しかしながら、出生数の大幅低下により、出生数より高齢者の死亡率が多くな

り、自然動態がマイナスに転じたため、人口減少の傾向が続いている。 

世帯数は、２０２１年で１９，７０３世帯となっている。 

世帯人員については、年々減少傾向にあり、２０２１年には 1 世帯当たり２．２人と

なっている。なお、人口構造をみると、高齢化率（６５歳以上の老年人口比率）が大幅

に高まっており、本格的な高齢化社会が到来している。２０１５年には３１．７％、２

０２０年には、３５．１％、２０２１年には、３５．８％と過去１１年で６．５ポイン

トの増加が見られる。 

また、本市の人口は、中央地区（森岳、霊丘、白山）に集中しており、全体の約４５％ 

となっている。 

 
 

 

 

 

 

 

 

    
単  位   

統計期間 
  月 

平 均 気 温 ( ℃ ) 
（ 令 和 ３ 年 ） 

降 水 量 （ ㎜ ） 
（ 令 和 ３ 年 ) 

１    月 6.8 19.5 

２    月 9.8 102.5 

３    月 13.6 124.5 

４    月 16.5 124.0 

５    月 19.7 466.0 

６    月 23.9 182.0 

７    月 27.4 275.5 

８    月 26.9 1103.5 

９    月 25.7 157.0 

10    月 21.0 14.0 

11    月 14.0 102.5 

12    月 8.8 37.0 
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令和 3 年 12 月 31 日現在 

 

       令和 3 年 12 月 31 日現在 

 
 

令和 3年 12 月 31 日現在 

項目 
 
年別 

実数(人、世帯、人／世帯) 

人  口 増加率 世帯数 
1 世帯当たり

人員 

2000 年(平成 12年) 51,563 △2.38 16,990 3.0 

2005 年(平成 17年) 50,041 △2.95 17,170 2.9 

2010 年(平成 22年) 47,359 △5.36 17,039 2.8 

2015 年(平成 27年) 46,883 △1.01 19,498 2.4 

2020 年(令和 2年) 44,380 △1.05 19,861 2.2 

2021 年(令和 3年) 43,665 △1.01 19,703 2.2 

       年 

項目 

実績値(人) 

2005 年 2010 年 2015 年 2020 年 2021 年 

年少人口(0～14 才)  7,350 6,361 5,982 5,554 5,397 

生産年齢人口（15～64 才） 29,322 27,120 26,007 23,246 22,600 

老齢人口(65 歳以上) 13,369 13,878 14,894 15,580 15,668 

令和 3 年 12 月 31 日現在 

 

 

       年 

項  目 

構成比（％） 

2005 年 2010 年 2015 年 2020 年 2021 年 

年少人口(0～14 才) 14.7 13.4 12.8 12.5 12.4 

生産年齢人口（15～64 才） 58.6 57.3 55.5 52.4 51.8 

老齢人口(65 歳以上) 26.7 29.3 31.7 35.1 35.8 

地 区 総  数 男 女 世帯数 
人口構成比

(%) 

有明 9,957 4,815 5,142 3,866 22.8 

三会 4,266 2,051 2,215 1,677 9.8 

杉谷 3,567 1,690 1,877 1,555 8.2 

森岳 8,165 3,787 4,378 3,915 18.7 

霊丘 5,354 2,417 2,937 2,706 12.3 

白山 6,100 2,770 3,330 3,169 13.9 

安中 6,256 2,852 3,404 2,815 14.3 

島原市 43,665 20,382 23,283 19,703 － 
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４ 道路の位置等 

道路は、海外線を南北に延びて雲仙市及びに南島原市とつながっている国道 251 号

線、市の南部の島原外港から雲仙へ延びる国道 57 号線が通っている。 

市の中心部を東西に延びている県道 58 号愛野島原線と中心部から北に延びるがま

だすロード、グリーンロードは、雲仙市と繋がっており、南部地域はグリーンロード

で南島原市と繋がっている。 

また、諌早市から南島原市深江町間、延長 50ｋｍが地域高規格道路の計画路線し 

て島原道路が指定された。一般国道 251 号線島原中央道路は、この島原道路の一部区

間として島原市を南北に縦断する延長約 4.5ｋｍの道路であり、島原市中心部の災害

時の代替道路の役割を担う道路である。 

 

５  鉄道、 港湾の位置等  

鉄道は、海岸線に沿って島原鉄道が諫早駅から島原外港駅の４３．２ｋｍを結んで

あり、市内には８の駅がある。単線非電化路線である。地域に密着した公共交通機関

として重要な役割を担っている。 

港湾は、地方港湾である島原港（三会、霊南・外港地区）が１港、港湾は６港があ

る。島原港外港地区には、島原～大牟田間に１航路、島原～熊本間に２航路が運航し

ている。 

 
 

６  その他 

本市は、島原半島の中央、東部に位置しており、武力攻撃等により道路等が破壊さ 

れると市外への移動が著しく制限されるため、住民の避難に際して交通アクセスの確

保が重要な課題となる。
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第５章 市国民保護計画が対象とする事態 
 

 

 

 

１ 武力攻撃事態  

市国民保護計画においては、武力攻撃事態として、県国民保護計画において想定さ

れている事態を対象とする。 
 

 

２  緊急対処事態  

市国民保護計画においては、緊急対処事態として、県国民保護計画において想定さ

れている事態を対象とする。 

 

類   型 特     徴 

着 上 陸 侵 攻 
国民保護措置を実施すべき地域が広範囲、期間が比

較的長期に及ぶことを想定 
ゲ リ ラ や 特 殊 
部 隊 に よ る 攻 撃 

突発的に被害が発生することも考えられる 

弾 道 ミ サ イ ル 攻 撃 
発射された段階での攻撃目標の特定がきわめて困難

であり、短時間での弾着が予想される 

航 空 攻 撃 
弾道ミサイル攻撃の場合に比べ時間的余裕があるも

のの、あらかじめ攻撃目標を特定することが困難 

類   型 特     徴 

危険性を内在する物質を有

する施設等に対する攻撃が

行われる事態 

・原子力事業所等の破壊 
・石油コンビナート・可燃性ガス貯蔵施設等の爆破 
・危険物積載船への攻撃 
・ダムの破壊 

多数の人が集合する施設、

大量輸送機関等に対する攻

撃が行われる事態 

・大規模集客施設、ターミナル駅等の爆破 
・列車等の爆破 

多数の人を殺傷する特性を

有する物質等による攻撃が

行われる事態 

・ダーティーボム等の爆発による放射能の拡散 
・炭疽菌等生物剤の航空機等による大量散布 
・市街地等におけるサリン等化学剤の大量散布 
・水源地に対する毒素等の混入 

破壊の手段として交通機関

を用いた攻撃等が行われる

事態 

・航空機等による多数の死傷者を伴う自爆テロ 
・弾道ミサイル等の飛来 

市国民保護計画においては、以下のとおり県国民保護計画において想定されて

いる武力攻撃事態及び緊急対処事態を対象とする。 


